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管理会計研究における現状φ認識と展望
一Robert　S．Kap1an．の管理会計観を束めて一
長谷川恵一
I　はじ」めに
一管理会計研究におけるここ数年の動向として，。丁管理会言十に’関する『危慎』
（“worrying’1・about㎜anage伽ent　a㏄omti皿9）」田Φwooφ1985コが声高
に議論されている。この潮淑むわが国の会計学界において竜，とくに日本会
計研究学会の統一論題として，「変革期の管理会計」［佐藤精。ユ986コ，「管理会
計のパラダイム」［小林哲，工987bコ，「原価計算の原点とその原員胸展望J［岡
本，1989コなどのテーヤがとりあげられるように，顕著にみられる現象である6
　これらの議論の火付け役となったのは，一尽obert　S・阜apIanの議論である。
彼は1982年に，それ童での研究⑫集大成ともいえる『上級管理会計（〃砂ψo〃
”仰幽召物〃ん60脇伽g）』を刊行し，その’「まえがき」，において，一次のよ
ラに述べていた。ω
　この本惇，管理会計システムを設書十し評価する際に，どのように分析的な論法を適
　用し，数理的な（foma1）モデル率用いるかを，学生達ξ載ネ孕ことを目的としてい
　る。…この本は，管理会計における研究と実務の隔りを埋めている［Kaplan二1982，
　P．xi］。
　しかし放がら，その後の彼め論調は少しずつ変容していった6Kap猛n杜，
1983年に書τ吹製造業の業績詳価にづt・ての論文［1983’bユ’を出発，崇として，働
他の班究膏とめ’共向研究をも含めたここ数年閻の二違の業績＝［B醐ns　and
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Kap1an．1987a；19馴b；Cooper　and　Kaplan，1987；1988a；1988b；Jo瓦n曲n
a皿dKaplan，1987a；1987b；11（aplan，1983b；1984a；1984b；1985a；1985b；
1986a；1986b；1986c；1986d；、19艶e二1987；1988a；1988b；Kaplan　and
Atki鵬o叫1眺9」において，今肩め管理会計が直面してい一る閤題あるいぽ状況
の分析に関心を寄せている。一とりわ帆’H．Thomas　Johnsonとの共著
地肋肋〃工o∫汀Johnson　and　Kap1an，1987aコでは，現在の管理会計が位
置している深刻な立場を，歴史的文脈上で解釈Lつつ克明に検討することで，
管理会計に新たな息吹をもたらそうとLている。そのような意味で，この本は，
Kaplanが様々な機会をとらえて展開してきた一遠の議論の総まとめであると
いえる。
　それだけに，わが国に柵・ても，肋肋肋ψ”∫ま、の影響は甚大なものであ
った。管理会計の現状を説いたわが国の議論には，この本を契機としたものが
多い。また，この本その奄のを対象としてとりあげた論考も，少なからず発表
されている。㈲しが．L泳がら1それらの論考のうちで，こめ本の主張を的確に
とらえて論述じたものは少数にとどまり，むしろ表面酌な記述や都分的な検討
に終姶したものが大半を占あている。
　その原因は，肋肋肋”〃sまがあく’までJohhs0皿と．の共著ではあるが，
その根底には，KaP1an固有の主張が一つあ骨格としセ存在しているために，
地伽励αZ滅のみを議論め対象差するのではなく；その前後のKap－anの
議論をも射程にとらえなげれば，r有用性の喪失（releVanCe10St）」という言
葉がもつ意味を正確に認識でき■ない点た潜んでいる。これを克服するためには，
Kap－anの思考の全体像をとらえながら，改めてそれが現代め管理会計にどの
よう肢イソバクトを与えるものであるかを問いただすことが必要である。、
　その前提条件とLて・地肋例〃肋s歩が共著であ、るがゆえに稀薄化した
Kap王an圃有の主張，．すなわち彼が’貫して研究してきた間題意識を浮き彫り
にすることが求められるbごのごとは，先にあげた一連の業績から・KaP㎞
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の管理会計観を摘出L，そり派絡のなかで地肋肋ω”s彦をとらえ，Kapl㎝
自身の基調に返っていまプ度丁育用性の衰失」’の意味を反掲することで具体化
され登。ζ、れは，非常に犬胆な試みであり，困難でもあるが，少なくとも不可
能セはない。
　ぞめ一つの方策と1して，・本論は，・先にあげたKap1anおよびその共同研究
老による一連の業績をサーベイし，ここ数年にわたる彼の主張の変遷をたど
る；これらのサーベイをふ珪え、Xaplan一め赤唆が，現在，あるいは将来の管
理会計研究において，どのような意味をもつかを考察していくのが本論の目的
である。
　第皿節では，管理会計に対するKaplan⑳観状認識をとらえ，彼の一違の
研究における当初の間題意識を再確認す私
　続いて，第皿節は，Kap1鋤のいうr有用性の喪失」とその原因について吟
味する。また，…彼が示すr右用牲の再獲得（regai口ing　releVanCe）」の方法を
概観する。
　第V節においては，Kaplanの研究の意図を探づた後に，彼の管理会計観を
検討する。そこでは，Kap1釦■沸論じている管理会計の特徴を検証している。
　きらに第V節では，Ka幽丘の閥題提趨に答えるために，我々が検討してい
かなくてはならない諸問題を指摘している。そして；．それらが，1今後の管理会
計研究における課題となるζとを展．望している。
皿　Kaplanの現状認識
1．経営・生産環境の変化
　今目の会計システムが提供する管理会計清報は，遅滞し5粗雑で，歪曲され
たものと在り，経営着ρ計画と統制に関する意思決定には有用ではなくなって
いる｛Johnson　and　Kap1ap；1987a，P－1］。Johns胆とKaplanは，この
，ような事態をさしてr有用笹の喪失」とよんでいる。その原因について，彼ら
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は，現在の管理会計手続が事実上1925年までに発展し，その後は革新の歩みを
止めてしまった一方で，企業の生産活動の状況が変化しつづげたことにあると
携摘する［Jo㎞son　and　Kapl㎜，1987a，PP．ユ2－13コ。この事実を論証するた
めに，この本の第8章は，管理会計システムの陳腐化を論じ，また，第9章で
は，企業の生産活動の現況をとりあげている［Johns㎝and　Kaplan，1987a，
P皿ユ83425コ。
　しかLながら，このような視角は，地肋肋α工0∫fにおいて初めて公にさ
れたのではない。すでにその萌芽は，Kaplanの以下のような議論に存在して
いたのである。
　Kaplanにょれぱ，企業の業績向上には，管理会計人が犬いに関連しており，
彼らの役割は，新しい企業の製造戦略を支援する会計システムを案出すること
であ机これは容易な研究遂行計画ではなく，研究考はこれまで以上に実際の
製造活動に精通し，・かつ積極的に関与しなけれぱたらない・そこで彼は，製造
業績の測定と評価についての管理会計研究に必要た新しい領域を認識すること
を試みるという［1983b，PP．688489ユ。
　彼のいうr新しい領域」とは，安定した特性を持つ成熟製晶についての品質
（quality）パ在庫（imentory），生産性（ProductMty）である。、また，Kap－an
は，一新Lい製造技術や，割引キャッシュフロー評価法，■経営老に対する奨励金
制度（inCentiVe　SySte㎜），および製品戦略と会計システムについても検討を
加えている。いま，それぞれの項目ごとに，1983年と1984年の論文に示された
KapIanの見解をまとめれぱ，以下のとおりである。ω
　（1）品質
　製品の品質は，最も重要た製造業績の側面として出現しつつある。アメリカ
企業ば適性品質水準（A㏄ept地1e　Quality　Leve1）を設げているが，日本企業
は仕損ゼポ（zerodefect）一を目標としている。仕損率が低下すれぱ，それだけ
長期的な総製造費用も滅少するため，製造工程のそれぞれの段階におげる仕損
　13？8
　　　　　　　　　　管理会計研究kおける現状あ認識と展璽　　　　　　　　103
発生率は，一資重な期間的業漬尺度となるだろう［1983b，PP．689イ90］。それ
ゆえ，品質の直接的な指標は，製造組織のすべての段階において頻繁に報告さ
れ一るべきである［1984b，P；97コ。
　アメリカの企業が世界的な製造業として抜きんでるためには，企業は全杜を
あげセ品質に取組まなくてはならないt1984b，P．96コ。そのため，品質の測定
と，高品質・低価格の関係を理緯するヒととは，新しいやりがいのある研究領
域である［1983b，P．691コ。
　（2）在庫
　在庫理論の広範な研究，妻述；および教育は，アメリカ企業が，製造業めこ
の面で，海外競合老に大きく水をあけられていることを認識したくてはなちな
い。実際にぱ，EOQ■の公式を周いて段取り費用と保管費を等しくする最適生
産量を計算するよりも，段取iり費用を全体的に削減したほうが安上がりなので
ある［1983b，P．691コb
　日本企業は，仕入先からの受入れの不確実性をなくすことで，在庫水準を減
少させている。ヵンバソ（Kanban）すなわちジャスト・イン・タイム（Just・
in－Time）在庫システムは，1960年代にトまタが開発したものだが，今や日本
の多くの犬企業で用いられている。書た，日本企業は，仕損や機械の故障をな
くして，仕掛晶在庫を犬幅に減少させている。このように，不確性下の毛デル
よりも，不確実性をなくす手続や清報システムを案出することは可能である
［1983b，pp692－693コ。仕掛品を滅少させて，運転資金，工場内在庫，マテリ
アル・ハンドリ＝ングを減少することによる節約の多くは，。最終的には総製造費
用の低下に表れる［1984b，P，97］。
　（3）生産佳
　生産性指標は，消費したイソブヅトに対する生産したアウトプヅトの比率セ，
製造環境におげる特徴的な能率に関する最も明白な選択肢であり，製造業績の
伝統的な財務的尺度の有勧な補完手段であるべきである。生産性指標は，改善
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された生産手続および管理手続からの実際の能率向上の包括的な．尺度を提供で
きるからである。それゆえ，原価会計りテキストが生産性指標の手法。手続，特
性についての最低限度の議論も掲載していないのは興味深い［1983b，P．693コ。
　（4）新しい生産技術
　成熟した製晶とは異なり，製造の役割が製品のライフ・サイクルにわたって
大き’く変化すると，製造業績の様々な尺度が製品ライフ・サイクルのそれぞれ
の諸段階においてどのように採用されるかが閲題となる。LかLながら・目下
のところ，製品ライフ・サイクルの初期におげる製品の製造業績の有劾な尺度
を開発することに成功してはいない、［1983b，pp．694＿695］。
　（5）割引キャッシュ・フロー評価法㈱
　容易に定量化ぞきる財務的尺度にのみ執心すると，新Lい投資案を評価する
のに割引キャ抄シュ・フロー・アプ艀一チを用いることになる。この評価方法
には，新しい資本投資からのインプット要素において容易に定量化できる利得
のみに基づいて，改善された製造業績からの定量化するのに困難であったり主
観的となる利得を考慮しない危険性がある。すなわち，改善された製品の品質，
増大した製造弾力性，．減少した在庫水準，および増犬した製品技術革新のキャ
パシティは、一それらの便益を定量化する適切な手段がないために見遇ごされる
ことがありうる。したがって，キャーツシュ・フローのデータは資本予算の一部
分にしか過ぎない〔1983b，妙69尚97コ。
　（6）奨励金割度
　経営考の意思決定は，奨励金制度に影響されるため，財務的尺度に基づく報
奨制度は，上級経営考の製造活動よりも財務活動に注目ずる傾向をもってしま
う［1983b，P．697コ。Lたがって，例えぱ，ROIに基づいた業績評価を行なう
と，二経営老に資産の巧みな運用からではなく，財務活動からの禾0益を稼ごうと
させることにも恋るぺ様々な財務戦略的な手法はし株主にとづての富を生み串
すこともあるが，有形・無形の資産をより効果的に管理しようとしなけれぱ・
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企業が世界的！ベルの競争者として存続するのには役立たない。まして，．企業
の長期的な業績に致命的な，研究開発，、販売促進，流通，品質向上，人的資産
などの，無形資産への投資を控えることによって，．企業が報告利益を増加させ
る機会があることは，財務会計モデルの基本的な欠点を証明するようなものだ
［1984b，pp㌧100－101コ。
　上級経営考の奨励金制度が，企業の長期的健全性に整合する活動尺度ではな
く，財務的尺度だけに依存する理由について，Kap1anは，財務的尺度が，明
確な，’包括的な業績の尺度であるということで説明できるとしている。すなわ
ち，貨幣的測定をすれぱ，全杜的な業績尺度を得るために，様々な活動単位や
事業部にわた．って集計ができる。これに対して，実数あるいは物的尺度の決定
的な間題点は，単一の全杜的尺度に集計することが困難もしくは不可能た翻分
的尺度であるということである［1983b，PP．698－699コ。
　また，生産性向上のためのポーナスや奨励金を支持する測定システムは，製
造従事奏レベルに設定されれぱかなり有効であろうし，上級経営奏より下層の
従業員にはよく機能する。また，上級経営者を，非財務的尺度に基づいて評価
する．ことも可能であった。しかし，伝統的な原価会計ヅステムと，生産性向上
奨励金の基礎である測定システムとの相互作用は，余り注目されてこなかった
［1983b，p．698コ。
　（7）製品戦略と会計システム
　海外㈲の製造業は、成熱製品の標準的なものを大量生産することで長い間製
造コスト優位を保っていくだろう。それゆえ，アメリカの製造業を存続させる
には，輸送コストにおげる強力な優位を保つか，顧客の選好に応じた標準的で
はない製品品目を製造することのどちらかが必要である。また，アメリカの製
造業は，標準品の犬量生産著として在庫製品を製造するのではなく，弾カ的製
造システム（沮exib1e　manufacturhg　system）によって，顧客の求めに応じ
て製造活動を行なうことで，コスト優位を展開することもできる［1983b，p．
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700］。したがって，革新的な企業にとっては，高性能の製品，適時的な配送・
製品の受注生産化が，成否の鍵ということになる［1984b，P・98コ。
　しかしながら，現今の原価会計システムは，コストで競争する製品と購入者
に評価される特性で競争する製品とをめったに区別したいため［1984b・P・98コ・
これらの戦略を実施Lた場合には，原価会計において様々な問題が発生する。
したがって，標準原価計算に取って代わる新しい管理会計手続が必要となる
［1983b，㎜．700－702コ。それにもかかわらず，現在の原価会計システムや経営
管理システムは，ほぼ1世紀前に關発された概念にとどまっている［1984b・P・
101コ。
　以上が，Kaplanの示Lた新しい管理会計研究の領域である。これらは。当時
の製造システムおよび原価会計システムに対する，彼のr現状認識」でもある。
2．原価会計システムの陳腐化
　Kapl㎜は，この現状認識にもとづいて，①製品の高品質化，②在庫の最小
化，③製造の技術箪新，④労務管理の改善，⑥新製品の開発，⑥世界的な資源
の調達といった，r世界的企業の条件」を提示した［1985a，PP・197－19軌■こ
の世界的企業の条件は，見方を変えれぱ，アメリカの企業がr世界的な主導権
を再獲得する」ための方策であり．先のr現状認識」に対時して5Kap1mが
抱くアメリカ企業の理想型でもあった。そして，これらの製造システムの革新
は，多くのアメリカの企業において，整えられつつあった。これに対して，彼
が既存の管理会計ツステムについてくだLた結論は，企業の製造活動を管理す
るために有用な指標を提供していないということであった［1985a，pp．198－
200コ。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一
　Kaplanによると，製造業績を向上させるためには，有用な財務的および非
財務的データを適時的に提供する以上のことが会計システムに要求される
［1984b，P，98コ。したがって，企案は，内都報告のためには，その戦略と目標を
　1382
　　　　　　　　　　管理会計研究における現状の認識と展望　　　　　　　　107
達成する誘因を最も促進させる会計実務を選択すべきである。また，その一方
で，研究者は，企業が外部報告用の会計手続を，内都的な計画と統制のために
用いる傾向にある理由を検討したり，企業の原価会計や管理会計ツステムにお
いて，顕著な革新がほとんど見られない理由を一解明すべきである［Kap1㎜，
1983b，p．702コ。彼はいう。
　管理会計が，企業の情報システムや管理システムの設計および評価において中心的な
　教義であるはずならば，製造活動の集約的な財務的尺度をこえた視野を展開する必要
　がある。（そのためには一引用老）多くのアメリカ企業に起こっている製蓬技術の革
　新についての直接的な知識を得るように，多犬な時間を工場の現場において費やす必
　要がある［KapIan，1983b，P．700コ。
　彼は，r製造活動の組織や技術において発生している急速な変化があるとす
れぱ，それに関連して企業の原価会計システムや管理システムにどのような変
化が起こっているか，または起こる必要があるか」［1985a，P．199コというこ
とを検討するために，一アメリカにおげる革新的な企業をいくつか選び，自らフ
ィールド・スタディを行なった。＝7］この調査では，リサーチ・デザインや仮説
を設定せず，初期調査の犬まかな実行計画として，現行の実務を広範囲にわた
って観察することにした。Kap－anは，対象となる企業を，無作為には選ぱず，
輩新的企業の代表となるものを選んだ［1985a，P．200コ。
　Kaplanは，白ら訪闇した企業のうち，4つの企業についてその状況を記述
し，それまでの彼の議論を立証しようとする。ただし，それらの企業の会計ツ
ステムについて，率直な観察と評価を提傑するため，彼は企業名を頭文字で示
してし・る。
　まず，V杜は，新しい製造システムを導入したが，その会計システムはプ艀
ジェクトのコストを総額でLかもたらさず，製品単価や生産性尺度を算出する
ほど弾カ的では次い。新しい原価集計システムを導入しなげれぱ，製造システ
ムの革新による低仕損率，在庫削減などの便益を計量化できない回この企業は，
創造的で革新的な変化を製造活動では行なっているが，それらの諸活動の業績
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1383
　108　　　　　　　　　　　早稲田商掌第340．号．
を測定し評価するのに，音の会計システムをそのまま用いている［Kap1㎜，
1985a，P皿201■204コ。
　続いて，N杜は，JIT一システムを採用し，高品質，スベース節約，労働力の
削滅を達成し，それらの余剰を研究開発にあてることができた。しかし，会計
システムは改善されず，いまだに標準原価計算を採用している。全工場レベル
で差異が測定されるため，重要な原価削減額が捕捉できない。標準原価計算は，
麺造の変化ド整合Lていたい。しかし，都分的な生産性指標を計軍することな
どで，、会計システムや管理システムの補完を行なっている［耳aPlan，1985a，
pp．204＿208］o
　また，lH杜は，TQCやJITを採用するが，その会計システムば，最も陳腐
であり，犬まかなコスト・プールヘ間接費を集計し，直接作業時間基準でそれ
を配賦している。そのため，管理者達は，直接労務費の総原価に占める構成比
が10劣以下であるのに，直接労務費の管理にほとんどの神経を使っている。そ
こで、r工場内工場（p1ant　in　plant）」制度を実施L，製造管理老が間接費を直
接製品に関連づげて掩捉するのを可能にした［Kaplan，1985a，pp209－2斗3ユ。
　最後に，M杜惇，財務データよりも，物量的データに重きをおいてお久そ
れらの指標を示す表が杜内のいたるところに掲げられてい恥それちの揖標主ま・
この会杜が種類の少ない単純な生産工程におげる指標1として開発したもρであ
り・，生産活動カミ多様になった場合には対応できなくなる［Kap1an“985a・PP・
21ポ218コ。、
　Kap五anは，これら4つの企業の例から，次のように結論づげる。すなわち，
管理会計システムは，企業の製造工程の機構や技術革新と独立では存立しえな
い。そのため，製造工程が変化すると，伝統的な財務的要約のほかに，多種類
の直接酌な物量的尺度を用いる管理会計システムでさえも，それが製造業績を
動機づけ，管理する有用性を減ずる［1985a，P．218コ。・
・いま一度繰り返すと，Kap1anがフィールド・スタディを行なりた当初の垣
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的は，革新的な企業め会計システム，測定システム，および管理ジス云ムた話
いてどのようた変化が起こづているのかを知ることであった。。しかしながら，
この目的は達成されず，彼が実際に目の当走りにしたのは，会計手続の変化が
製造状況の変化に対して遥かに遅れているヒとに起因する，r既存の会計シス
テムの陳腐化」’という現象だっポ［1985a，’pp200，220］。Kaplanは，この
奮理会計シスIテムの陳腐化の要因を4つにまとめてい、る。
　第二に，彼があげるのぽ，茜劫な役割モデルの欠如である。製造環境を劇的
に変える原動力は，’日本の製造業老の観察から始まった。アメリカの製造業者
は，自本の生産技術を直接観察したことや，高品質，低価格の日本製晶との競
争から，革新的な品質や在庫削減といった笑務を取入れようとしたが，」旦本の
会計システムや管理システムを詳細に観察することはかな．り困難である。また，
コンピュータ統合生産（co㎜puter・inte叙ated　ma皿ufacturing：CIM）設備の
提供者が生産活動の革新をもたらすことはあっても，監査法人は，Iその箪新に
適した会計システムをもたらす提供者としては創造的ではない。そのうえ，管
理会計のテキストおよび論文は，議論が不充分である［Kap1an，1985a，PP
2皇1－222コ；
　第二に，彼が指摘する要因ぱ，コソピュータに基づいた会計ツステムの普及
である。コソピュータ会計は，理論的には，プログブムの変更が弾力的セはあ
るが，奏務では，’財務会計や税務会計の走めの記入を行なう全体敢引た基づ㌧；
た会計システムを損たうことなしにプログラムを修正すること’は難二しい。ただ
し，低価格で強力なパーソナル・｛ソピュータの普及は，より有用で適応的な
管連会計ツステムを開発寺ぢ部分的な進歩を可能にする［Kaplan，1985a，加．
222423コ。
　第三の要因として，彼は，庸務会計への偏重をあげる。科学的管理蓮動の時
代以来70年間，外部利害関係者のたあの財務報告ジステムの重要性が，次第に
増犬した；一企業の会計担当老は，’外都報告目的に沿5よケな記録に関心をもち，
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管理会計目的には関心をもたなくなった。また，大学におげる公認会計±重視
の会計専門家の養成もこの傾向を助長した［Kaplan，1985a，PP．22ポ224］。
　第四に，最も重要なこととLて彼が示唆するのは，上級管理者が管理会計シ
ステムの有用性や適応性を向上させる必要性を強調してこなかったことであ
る。測定システムや管理システムは，上級管理考が選択しなくてはならないも
のである。内都会計手続は，財務会計や税務会計用のものとは別個に存在でき
るし，また別個であるべきである。さらに，会計システムは，環境に応じた有
用なものであるように常に吟味すべきである［Kaplan，198亨a，PP・224－225コ。
　この後のKap1㎜の研究は，フィ．一ルド・スタディで発見した会計システ
ムの陳腐化の要因を，より詳細に解明する方向に向かっていくことになる。
皿有用性の喪失と再獲得
1．有用性喪失の原因
　r管理会計システムの陳腐化は，一夜にして起きたのではない」［Johnson
and　Kaplan，1987a，p．260コ。Kaplanは，このことを跡付けるために，歴史
的な分析を行なおうとした。それが，r有用性の喪失（地肋伽CθZOS’）』と名
付けられた，Johnsonとの共著であった。
　すでにKap1㎜は，単独でr管理会計の発達」という歴史的な視点によ，る
論文を書いている［1984a］。㈱この論文の内容と，・地肋例ω〃∫グの骨子は，
ほとんど軌を一にしており，地肋α舳〃8まが，この論文をもとにして書か
れたことは明白である・値〕しかしながら，1984年の論文では，管理会計システ
ムが意思決定への有用性を喪失した原因には触れておらず［Kapl㎝，1984aコ，
地1ωα郷〃∫fの第6章で初めてそれが検討され，また脚光を浴びることに
なる［Johnson　and　Kaplan，1987a，PP．12ト151］。
　JohnsoI1とKaplanによれぽ，1925年までにアメリ・カの製造企業は，今日
如られている全ての管翼会計手続を事実上開発しており，1925年以降に，複雑
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な階層組織を統制するために，経営考達に用いられた情報に徴妙な変化が起こ
ったという。そこで彼らは，経営者達に戦略的経営管理目的で，財務諸表のた
めに用意された棚卸資産原価情報を不適切に用いるようにしむけた事情を跡
付けるために，1920年までの製造業における原価情報を概観したのであった
〔1987a，PP．12ト126コ。以下，彼らの議論をいま一度追ってみる。
　1880年以前，製造原価情報は．単一活動の製造企業の能率と全杜的利益に影
響する全ての経営意思決定に有用であった。1880年以降・垂直的に統合された
企業および金属加工企業は，そρ内部工程の能率に関する情報以上のものを必
要とするようになった。これらの企業は，工程や製品の多角化を管理するため
に，一純利益や資産利益率（retum　On．aSSetS）などの尺度で様々な活動におげ
る業績を測定するために会計装置（振替価格や予算管理）を用いた。そして
1910年までは，製造原価システムは意思決定に有用な情報を提供Lていたとい
う　［Johnson　and　Kaplan，1987a，PP．126－127コo
・ところが，様々な製晶のライソに原価を正確に跡付げるように設計された製
造原価システムは，1910年，少たくとも第一次世界夫戦以降には消滅し，その
原因は，高いコスト・ベネフィヅトの比率であったと，彼らは主張している。
す恋わち，製品原価に関する正確な情報を収集し処理することは高額なコスト
がかかる泣め，当時の工作機械製造業は全社的た利益を個々の製品の様々なラ
イyに跡付けるのに必要な清報をほとんど用い恋かった。そのかわり・に，第一
次世界犬戦の前後で製品多角化の戦略をとった巨大な統合的企業は，事業部組
織を創造することで製品多角化の聞題を処理した［JohnsoI1and　Kaplan，1987
尋，PP・127一｝29コ。
　1900年以後，莫大な資金を資本市場から調達するために，企業は公認会計士
の監査を受げた財務諸表を提出Lなけれぱならなくなづた。公認会計士達は’
財務報告のための明確た手続を確立することに執心L，原価勘定と財務勘定と
が「結合」・すること，すなわち財務諸表の全ての数値が記帳された取引の敢得
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原価に跡付げセきることを要求した。公認会計士達は，経営意思決定のための
製品原価清報の有用性よりも，製品原価清報の報告利益への影響に対して関心
があづ，’棚卸資産が客観的で，’監査可能な，・そしでr保守的な」数値で評価さ
れるべきだと主張した。岬そのため，貸借対照表上の棚卸資産評価額・と損益計
算書上の製造原価とを捷供する手続である，棚卸資産原価の計算が，経営管理
目的の原価会計に取って代ったモJohnsonきndKaplan，1987a，PP．130－131コ。
　彼らたよれぱ，技術奏達が発展させた製品原価会計と；1公認会計士達の棚鉤
資産原価の計算との精度の差は，間接費め配賦から生ずるという。すなわち，
技術考達は，間接費を，それを発生させる特定の活動に跡付けるのに神経を使
い，すぺての費用を直接費と同じように跡付げようとLた。これに対し，’監査
人達は，共通の配賦基準によらて問接費を配賦し，全ての聞接費を総体として
割り当てた［Jo止mson－and　Kaplan，ユ987a，PP．132－133］o
　しかしながら，企業が不正確な原価会計手続によって利益を失うことをよし
どするはずがない。彼らによると，第一次世界大戦後の製造業者が念入りな間
接費の跡付け手続を用いてい改いのは，その増分利益が追加的な情報収集三ス
トに見合わたかったからだという。それゆえ，経営管理的な製品原価会計が，
公認会計壬達の棚鉤資産原価の言干算に押Lやられたために消滅したということ
を主張ずるのは，正当そほたい。たとえ企業が，資本市場の要請によ句て，財
務諸表の監査を受けなかったとしても，政府の規制や課税機関の要求た応ずる
た酬己ぱ，外部報告が必要とな．り，結局、棚卸資産原価あ計算は行なわれたで
あろう　［J⑥h触on　and　Kap1盆n，・1987a，由レ1蛙134コ。
　そこで，最終的な疑間は，誰が原価の非経営管理的な情報源を展開し，要誇
したがということでは改ぐ，何が，合理的な経営考達が，このよう■な清報を，
明ら’かに有用ではない状況で5自発的に用いるようにさせたかということにな
る。彼らぽ，犬掌でめ会計毅育がこれに犬きく影響したという。すなおち，’第
二次世界大戦以前に会討拳め訓練を受げた人々は、一’財務報告の訓練を受げたの
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であって，管理会計の訓隷を受けたのではない。これらの率業生の多くが，当
初は公認会計士の職業に就いたが，後にはアメリカの製造業の財務管理老，経
漣撞当考，上級経営者にまでなっ走ため，1彼らが最終的に財務会計デ｝タを経
営意思決定の主要な情報源として用いたことは驚くことではない［Johnson
and　Kaplan，1987a，PP．134－135コ。
　そあ結果；1棚卸資産原価の許算が，製造業における唯一の「原価会計」とたり，
第一次世界大戦後経営考や経理担当考達が「製品原価」といえぱ，元帳の棚鉤
資産勘定からの原価椿報を指した。そして，時が経つにられ，経理担当者達や
経壱考達は，経営意恩決定や経営統制のためではなく，財務報告書のための売上
原価や棚卸資産原価を評価する点から原価会計の目的を決めるようになった。
教育葡度はこの傾向を助長した。すなわち，1920年代の大学の会計学コースセ
用いられたテキストは，財務報告目的のための棚錬資産原価の計算という観点
から京価会計を述べたのである［Johnson　and　kaplan，19874μ135コ。ω
　この他に，棚卸資産原価計算による原価会計へのアプローチを支持する影響
力をもったのは，A．C．Littleton［ユ933］，一Da∀idSo1omons［1952コ，および
S．Pau正Gamer［1954コなどの，歴史的薯述である。JohnsonおよびKaplan
によると，Littletonのr会計発達史（ん6o脇伽g肋o肋｛o犯まo1900）』
は，原価会計の財務報告アプローチを，工場における製造の不可避的な会計的
帰結として描写しながら正当化した。Lかし，実際には，LittIetonが研究の
対象としたのは，会計人自身による書物であり，JohnsonとKaplanが検討
した，Lyman　Mms杜にみられるような歴史上の会計記録ではない。そのた
め，一Littlet㎝の原価会計史の解釈は，監査請み財務報告書あための情報を集
計するのに当時の会計人達が用いた技術的な記録手続の観点によるものだとい
う［Johnson　and　Kaplan，19翫a，pp．1欲一138コ。
　　これらの議論から，JohnsonとKapla皿は，第二次世界大戦後まで・会計
人達が，棚卸資産評価のための原価会計の役割と，LittIet6｛あ原価会計史の
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解釈とを全面的に受げ入れてきたと結論づける［1987a，P・138コ。胸
　最後に，JohnsonとKap1㎝は，アメリカにおける原価勘定と財務勘定と
のr結合」の原因を，1900年の前後数十年間の，イギリスとアメリカとの経済
状態を対比することによって説明しようとしている。イギリスでは，企業が単
一工程に特化し，市場システムは，アメリカより洗練されていて効率的であっ
た。それゆえ，中閻財の価格は市場が決定し，製造業の取引は，全て市場取引
にまかせていた。当時のイギリスの企業組織はアメリカのそれと比較してかな
り単純だったため，企業の元帳の諸勘定は，これらの取引を完全に映し出し，
必要なコスト情報を，市場取引価格として提供した。したがって，全ての諸勘
定が，監査可能な財務報告書を作成するのに必要た全てのものを提供していた
ため，アメリカと比べ，約50年以上も早く会計士達の専門職が確立したイギリ
スでは，会計士達が原価勘定と財務勘定とのr結合」に関心がなく，イギリス
の会計士達が原価勘定と財務勘定との結合を求める必要はなかったという
［Johnson　and　Kap！an，1987a，PP．142－144］o
　これに対して，アメリカの企業は，同じ組織内に複数の工程を統合L，取引
を内部化した。そのため，「内部的に生産した中間財のコストを計算するための
原価勘定を必要とLた」［Johnson　and　Kap1an，1987a，P．143コのであった。
彼らは，これこそが，原価勘定と財務勘定とをr緒合」させた直接の原因だと
主張しているのである。
　以上が，Jo㎞sOnとKap1anが，「有用性喪失」の原因について議論した
部分の要約である。彼らの主張する原因は，以下の5点にまとめられる。
　①第一次抵界大戦以後は，製品原価に関する正確な椿報を収集し処理する
　　ためには，高額なコストが掛かったこと
　②ユ900年以後，資本市場などの財務報告のために，棚鉤資産原価の計算が
　　経営管理目的の原価会計に取って代ったこと
③第一次世界大戦以降の大学における会計教育やテキストが，棚卸資産原
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　　価の計算を原価計算と見なしていたこと
　④1930年代以来の会計の歴史に関する薯述が，原価会計の発展史を財務会
　　計的な観点から解釈したこと
⑤取引を内部化した企業組織が，中間財のコストを記録し，計算する必葵
　　性が生じたため，原価勘定と財務勘定とをr結合」させたこと
　このようにみてくると，r有周性喪失」の原因は，わが国でこの問題に言及
した論考がいうような，「財務会計思考の優位」のみに因るものではないこと
が明らかになる。わが国の論考では，上述の原因のうち，②，③および④を，
r財務会計思考の優位」としてまとめて議論し，これが彼らのいうr有用性喪
失の原因」だとしているものが多い。陶しかLながら，JohnsonとKap工an
が，有用性が喪失した第一の原因は，あくまで①の「正確な原価情報に関する
コスト・ベネフィットの観点」幽であることを再び強調していることに注目し
なけれぱならない［1987a，pp－144＿146］o
　また，③および④をまとめて，「犬学におげる教育や研究の影響」というこ
ともできる。わが国の論考でも、この原因について論及されているものがあ
る。蝸ごの原因について，JohnsonとKaplanは，r犬学の原価会計人達は，と
りわけ第二次世界犬戦以後は，公認会計士達や経営考達以上に，会計の原価管
理に対する失われた有用性に荷担Lてきたのかもしれない。」［1987a，p．145］
とLて，Kapl㎜の『上級管理会計』が埋めたとしていた，r研究」とr実務」
との「隔り」を認識Lてい孔
　そして，⑤に至っては，わが国の論考では，指摘されていない。小林哲夫教授
が指摘するように［1987a，P．20注3，P．29］，地肋脇ω〃sfがWi1li…ms㎝
［1975コのフレームワークに拠っていることは，事実である。しかしながら，
Jo㎞s㎝とKaplmは，単に1925年までの管理会計の発達を跡付けるために
Wi11i畠mson［1975コに依拠したのではない。彼らは，原価勘定と財務勘定と
のr結合」が取引の内部化による帰結であるという繕論を論証するために，第
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2章から第5章まで延々と当時の管理会言十実務について述べたのである。この
点も，再認識しておく必要がある血
　したがって，前節で見た，Kap1anがあげる「会計シ．ステムニの陳腐化の要因」
を歴吏的だ解明する作業は，当初だKap1狐が予想した以上に複雑な，一筋
縄ではいかないものとなっている。すなわち，わが国の論考がいう「財務会計
思考の優位」という原因の背後には，r原伍僑報のコスト・ベネフィヅト」と，
r企業による取引の内部化」という原因が潜んでおり，JohnsonとKap1㎝が
検討した歴史的文脈では，後二者が，有用性の喪失，すなわち会計システムの
陳腐化の主因であった。「財務会計恩考の優位」は，．彼らにとっては，膚用性
の喪失を触発する誘因でこそあれ，第二義的な原因でしかなかったのである。
　それゆえl　JohnsonとKaplanがあげる有用性喪失の根本的な原因惇，r原
価情報のコスト・ベネフィッ〕と「取引の内部イζ」であり，それを助長した
ものが「犬学における教育と研究」ξいうことになる。そして，その結果とし
て，原価勘定と財務勘定との「結合」が生じ，また，それを要求した公認会計
士達による棚卸資産原価の計算に向げての圧力が，」「財務会計思考の優位」と
して発現したのである。
　これらの確証は・地肋励εθbsまについて1言及したわが国の論考が，表面
的あるいは部分的な議論しか展開でき恋かったことを指摘するのに充分な根拠
となる。ただし，それは，わが国め論考だけがそめ責めを負うべきではないら
JohnsonとKaplan自身，地肋α伽θ”∫fにおける丁有用性喪失」の原因の
分析が充分だとは思っていない。あくまで，「部分的な説明を提供」〔Johnson
㎝d　Kaplan，1987a，P・126コしたにすぎないのである。そのため，この本に
は，いくつかの問題点が存在Lている。
　第一に，この本は，「管理会計の歴史」を中心に論じた書物であるにもかか
わらず，予算あるいは予算統制ないしは予算管理についての記述がほとんどな
い。McKinsey［1922ユあるいはそれ以前から，予算の議論が連綿と続いてき
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ていることはいうまでもない［小林薩，1987；辻，1988コ。しかしながら，この
本において，彼らのいうr管理会計（manage血㎝t　aCCounting）」とは，ほと
んど「原価会計（COSt　aCCOmting）」の同義語として議論されている。こめ傾
向は，・Kaplanの一遠の著作の全部を通してもみられることである。このあた
りが，後述するように，Kaplanめ管理会計観に迫る糸口となる。
　第二は，この本で論じられているのは，管理会計実務が有用性を喪失したと
いうことであったが，途中から論理展開が変わってしまっていることである。
J0㎞s㎝とKaplanの議論は，管理会計の生成・発展に関する部分，すなわち
第2章から第5章では，当時の企業の実務についてのみ述べ，第6章で，．管理
会計システムが有用性を失ったという場合には，研究書，それも財務会計の文
献を多く参照している。そして，第7章では，大学の研究者による研究と，管
理会計実務とにいかに格差があるかを議論の対象としている。これも看遇でき
たい点である。
　このような問題点を内在してはいるが，JohnsonとKap工anの議論は，現
在の管理会計実務が抱えている間題を指摘する役割を充分果たしているだげで
なく・管理会計実務を再生させるシナリオをも素描Lている［1987a，PP・227－
263コ。そして，それらの議論は，次にみるように，後の論文においてより具体
的に展開されていった。
2、有用性再獲得の指針
　KapIanは，有用性を再獲得するための指針として，革新的な企業を対象と
したフィールド・スタディふら得られた発見をもとに，理論構築をはかってい
く。㈱
　Kap1anは，まず，現行の原価ツステム，すなわち地肋肋む2五05まにおいて
1900年以後経営管理的な原価計算に代って登場したとされる，棚卸資産原価の
計算の間題点を指摘する。とくに彼は，製造間接費の配賦における2段階配賦
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（tW0－Stage　a110CatiOn）に注目し，この配賦方法に問題があると主張する。
　彼のいう2段階配賦とは，図1において説明されてい私第1段階では，聞
接費はコスト・ブール（しぱしぽコスト・センターとよぱれる）に様々な方法
で集計され［Cooper　and　Kaplan，1987，P．212コ，各コスト・センターには，
跡付可能原価，他のコスト・セソターから配賦された原価，直課された原価が
ある［Kapl㎝，1987，p．7．8コ。この集計は，科学的な基準に基づいてうまく行
なわれるという［KaplaI1．1986b，p－131］。
　第2段階では，閻接費はコスト・プールから製品に配賦される。このとき，
伝統的な原価システムでは，直接労務費によって間接費が配賦される。洗練
されたシステムでも，機械稼働時間や，原材料費に基づいた配賦を行なう
［Kaplan，1987，pp，7．ポ7．10コ。しかしながら，これらの配賦基準となる費目は，
棚卸資産原価の計算が発達した今世紀初頭とは異なり，現在では総原価に占め
図1　直接作業時聞を用いた2段階配賦法　　出所：Coo脚md　K．pl㎝［lg87，皿213コ
動カ費 間接労務費 工　場消耗品費 ■　■　● 営膳費
???????ー?? ???????ー?? ???????ー??
■●■
???????ー??
直接作藁
時　聞
直接作桑
時　聞
直接作業
時　間
直接作業
時　間
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る割合が大きく減少している。それゆえ，これらの基準で間接費を配賦するこ
とは非常に間題がある［Kaplan，1985b，P．11；Johnson　and　Kap1痂，1987a，
pp．1豚ユ92］。Lたがって，現行の原価システムは，財務会計目的の原価清報
のみを提供するだげで，棚卸資産評価（inVentOryV創uati㎝）の機能しか果
たしていないという［Cooper狐d　Kap1an，1987，p．213］。
　そこでKap1狐は，原価会計が果たすべき機能を再検討する。彼は，原価
会計の果たす機能を，棚卸資産評価，業績評価（perfOmanCe　eValuatiOn）お
よび製品原価計算（prOduct　cOlsting）とい53つに分類して議論する。ω
　（1）棚錬資産評価
　棚鈎資産評価は，財務会計目的の棚卸資産原価の計算である。Kaplanによ
ると，この財務会計目的は，現行の原価システムで充分達成される［1987，P．
78．1988b，P62コ。その場合，一般に認められた会計原則（9eneraユ1y　ac－
cepted　accomting　Principles）にしたがうために，期閻の製造原価を全ての
品目に配分しなげれぱならず，また，その原価を販売された製晶と．製品在摩
とに分割することになる。しかしながら，財務会計原貝唖は，配賦された聞接費
が，製品製造に要した費用額と対応することを求めていないので，この棚鉤資
産原価の計算システムだけでは，原価会計が求められるその他の機能は果たせ
なし・とし・う　［1988b，P．62コo
　（2）業績評価
　業績評価については，工程管理（process　contro1）［Johnson㎝d　KapIan，
1987a；Kaplan，1986bコ，業績測定（Performance　measurement）［Kaplan，
1987コ，操業管理（operational　control）［Kaplan，1988b］という用語でも説
明されているが，これらぱ全て同じ内容を示Lている。業績評価は，実績と予
算あるいは標準との比較によって行なわれる［Kapl㎝，ユ987，皿7．5］。この
比較は・定期的あるいはまとまった業務が終了したときになされ，その周期は
生産工程のサイクルによって左右される［Kaplan，1988b，P．62コ。また，ある
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活動尺度に応じて変化する変動費を把握すれぱ，その変動の要因に関して統制
する目的で，変動予算を実績に対比させることもできる［Kap1an，1987，P．
7．5コ。
　Kap1刎によると，業績評価の目的は，コスト・センターの管理者に，彼ら
が発生させ，また統制する製造原価を理解させることである［1986b，P・131コ。
Lたがって，情報システムは，管理考に自分達の業績について正確でタイムリ
』なフィ1一ドバックを提供Lなげれぱならず，また管理者の責任のレベルに対
応していなげれぱならない［1988b，P．62コ。それゆえ，コスト・センターを支
援するには，必要な全てのコストを直接測定し，各コスト・セソターへ配賦す
る必要があり［1987，P．7．6］，その部門管理老には，コスト・センターでの活
動に直接関違するコストとコスト・セソターのレベルで正確に測定できるコス
トのみを報告すべきである［1988b，P．63コ。
　（3）製品原価計算
　製品原価計算といえぽ，一般に棚錬資産原価の計算をさす。それゆえ，現行
の原価システムでは，固定費を，r間接費の犬きた塊」として管理不能なもの
と見たし，その間接費のプールから，原価が発生する状態とは異なる方法で，
りまり，直接労務費を基準とする盗意的な方法で間接費を製品に配賦して，製
品原価を計算している。その結果，間接費を発生させる品目は，そのコストを
負担する品目とはなっていない［Kaplan，1986b，P・132コ。
　しかしたがら，製品原価計算の目的は，製品の長期的コストの測定であり，
事実上全てのコストは長期的には変動費と見たされるべきであ乱もともと・
変動費と固定費とは，一定の期聞に関わらせて区分されるものである。圃定費
と見なしたコストを，管理の範囲外や製品原価の範囲外とする理由は，それら
の費用がどのように変化するのかを知らたいからである［Kap1痂，1986b・負・
133］。
　製品に関する意思決定は企業に長期的な影響をもたらすので，製品原価を測
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定する場合は・すべての費用を変動費とみなければならない。それゆえ，優れ
た製品原価システムは，企業の全体的な価値違鎖（va1ue　chain）のなかで発
生する全ての費用を報告するべきである。製品原価には，従来の製造原価のほ
かに，流通チャネルの確立，販売（広告および販売健進も含む），製品の供絵，
および技術設計，工程改善，購買，情報シスチム，財務および原価分析，一般
管理費などの補助サービスの提供に要する資源のコストが含まれる。本杜費で
さえも配賦するべきであり，製品原価に含あないρは，研究開発費と遊休設備
による費用の2つである〔KaPユan，1988b，PP．64－65コ。
　Kap1anは，製造間接費を発生させるのは，製品製造量ではなく，製造に関
連した「取引（transactions）」であるという［1986b，p．133；1987，pp．7．16＿
τ17コ。｛彼のいうr取引」．とは，段取の回数や段取時闇，仕入先への発注回数，
仕入先からの注文品の受入回数顧客からの受注，発送，部品の個数やその組
立回薮，・．原材料の移動，検品の回数などで掴握できる，製造間接費を発生させ
る諸活動のこどである〔Kap1醐，1986b，p．134；Johnson　and　Kaplan，1987
a，．P．236コ。Kaplaパらは，これらのr取引」を，旬ストの変動を説明するため
臥rコ入ト’ドライバー（cOst　driver）」という概念でとらえる［Kap1卿，1986
b；1987；Johnson　and　Kaplan，1987aコ。Kap1anによると，このrコス下・：
ドヲイバー」ごとに，その変動が説明できる原極をコスいプールξして集計
す拠ぱ，製品惇，特定の「コスト・ドライバー」に基づいた一連のコストドーす
なわち，中あるコスト・プールに集計されたゴストに基づいた一連のコストを発
生させることになるという［1986b，P．135コ。そして，このコスト・プーノレご
とに集計したコストを，「コスト・ドライバーに基づいて製品に配賦すれぽ
［Cooper　a皿d　Kaplan，1～3ア，p，225］，現行の原価システムの閥題点を改善
できるとしている。
　以上が，Ka卸anの分類による3つの原価会計の機能であるが，これらの諸
機能は，次頁の表工に示すように，報告の頻度，、配賦の程度，コストの変動性，
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　　　　表1　異なる機能と異なる要求 出厩：K目曲皿［1嚇b，P．63］
機能　頻度配賦の程度システムの範囲費用の変動性譲性の
棚卸資産評個1月次または　集　約　的　製造　原　価　無　関　係　　高い
　　　　　四半期ごと
操業管理完了Lた作行なわない責任セソター短期的で固　高い　　　　　業ごとに，　　　　　　　　　　　　　　定費と変動
　　　　　毎目　　　　　　　　　　　　　　費
製品原価測定年次および　広範囲，個　製造，マーケテ　全て変動費　　低い
　　　　　大きな変化々の製品や　4ソグおよび流　　　　　のありた時　製品ライソ　通，工学技術，
　　　　　　　　　　に至るまで　サービス，管理
　　　　　　　　　　　　　　　の各部門を含め　　　　　　　　　　　　　　　た，組織全体
計算システムの範囲，客観性の程度において異なる。それゆえ，3つの機能全
てを具俺した単一の原価システムを即刻構築するのは困難であるため，それぞ
れの機能ごとのシステムを別個に考察することが先決であるという［Jo㎞son
and　Kaplan，1987a，pp248－251，Kaplan1986b，p129．1987，p74．1988
b，pp．62，66］。すなわち，彼は，r異なる目的には異なる原価」ではなく，「異
なる目的には異なるシステム」が必要であると主張している［Kaplan，1987，
P．7．4コ。
　原価会計の3つの機能別原価システムのうち，Kaplanおよびその共同研究
者達は，製品原価計算についての研究をさかんに行なってきた。それらの業績
において，製品意思決定に役立つ新しい製品原価の計算方法とLて説明されて
いるのが，トラソザクンヨン・コスティソク（tr㎝sact10ncostmg）［C00per
mdKaplan，1987；1988a；Kap1an，1987コあるいはアクティビテ4・ベイ
スト・コスティソグ（activity－basedcosting）［CooperandKaplan，1988b］
とよぱれるものであった。この新しい原価システムは，多くの論者によって紹
介されているため，㈹ここではその内容には立入らないが，この原価計算シス
テムについての詳細な検討は，今後も続けていく必要がある。
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　以上が，Kaplanの示したr有用性」を再獲得するための，すなわち原価清
報あるいは原価システムを経営意思決定に役立つように改善するための指針で
ある。これで，Kaplanの議論のサーベイを終わるが，本論の真の目的は次
節以降に展開され乱その目的とは，これまでのサーベイにおいて散見され
た，Kaplanの研究の意図あるいは目的を確認し，彼の管理会計観を模索する
ことである。
W　Kap1anの管理会計観
1．Kap玉anの研究の意図
　すでに冒頭で述べたとおり，Kap1anは，1982年に主薯『上級管理会計』の
初版を上梓したが，その「分析的な論法」や「数理的なモデル」を駆使した理
論展開は，高い評価を得た。1989年に，Kaplanは，Anthony　A．AtkiI1son
との共著のかたちで，『上級管理会計』の第2版を出版した［Kap1an　and
Atkinson，1989コ。前節までにサーベイした議論は，どのようた形でこの第2
版に取り入れられているのだろうか。
　『上級管理会計』第2版の内容は，初版のそれとは大きく異改っている。初
版において彼が主張Lた「分析的な論法」や「数理的なモデル」はすっかり鳴
りを潜め，前節までにサーベイしてきた一連の業績の延長線上に位置している
といっても過言ではない。もちろん，この大幅な内容改訂の原因は，単に共薯
者のAtkinsonに影響されているからではない。ωむしろ，2つのr上級管理
会計』の狭閻で，Kapl㎝自身の思考が変遷してきたためであり，また，それ
を跡付げることが，両書におげる論調の隔りを埋めるのに有効である。それゆ
え，前節までのサーベイに基づいてKapIanの研究の意図を確認することが，
本論の目的である彼の管理会計観を探る切り1コともなるはずであ私
　童ず，確認しておくべき点は，Kapl㎝が，アメリヵの産業を立て直す意図
で，議論を展開してきたことである。前節でサーベイした，有用性を再獲得す
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る指針を示す彼の理論展開の根底には，第皿節でみた，アメリカ産業に対する
彼の「現状認識」が，明示的にしろ，暗示的にしろ，常に横たわっていること
は容易に識別できる。
　1983年の論文においてKaplanは，アメリカの製造業が深刻な謡問題に直
面Lているのに対して，日本や西ヨ・一口■ヅパ諸国の製造業が好業績をあげ，ま
たアメリカにおける日本企業の工場でもそれが達成されていることを認識した
といっている［1983b，PP．686－688コ。すなわち，彼は，7メリヵにおけるr研
究」と，アメリカ企業におけるr実務」との間に，「隔り」を感じたのである。
そこで彼は，「アメリカが製造技術や経営管理の面で全世界的な主導権を再獲
得できるように，…西ヨーロッバ諸国や日本から学ぶべきだ」［Kaplan，1983
b，P．688コと提唱するようになる。
　その後も，アメリカ産業を取巻く経済的な環境についての間題提起をたびた
び行なうが，その論調は1983年の論文と一致している。例えぱ，Kaplanは，
自ら座長を勤めたNAA（National　Association　of　Aecountants）主催の
「90年代の原価計算」という協議会におげる基調講演で，会計システムおよび
情報システムの技術革新，生産工程の激変，サービス業の規制緩和という，3
つの諸力が，・原価会言十および管理会言十の行く末を理解することを要求している
と発言している［1986a，PP．7－9コ。凌た，先にものべた地肋σ蜘θ〃∫まの第
9章，およびその後の論文でも，同様な議論を行なっている［Jo㎞son　and
Kap1an，1987a，pp．209－225；Kap1an，1988a，p．107］。
　また，他の業績においても，Kapl㎝らの論考は，暗黙のうちにプメリカの
産業や企業を念頭において議論Lている。前節で見たように，r革新的なアメ
リカ企業」を対象にしたフィールド・スタディを行ない，それから理論的な7
レームワニクを構築したことは，その典型例である。u
　したがって，Kaplanらの業績を検討するときには，この点を踏まえなげれ
ぱならない。少たくとも，Kaplanのアメリヵの管理会計を対象とした主張に
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のみ基づいて，管理会計ρ全般を対象とした「有用性の喪失」を議論したり，
「新しい原価計算！ステム」を論じても，それは，部分的な論考にしかならた
い。というのも，K鼻Planが論じてきたr管理会計」には，．次ρような間題点
が内在しているからである。
　Kaplan、ρ一連の著述では，r管理会計（ma皿age興ent　a㏄o則ting）ユ．と
r原価会計（COSt　aCCOm此g）」という用語が互換的に，あるいは同義的に
便われている。彼のr管理会計」は，原価会計と同じ次元で語られているので
ある。むろん，原価会討は，管理会計の主要な部分を占めてはいるが，原価会
計についての議論だけで管理会計の全ての領域を網羅できるわげではない。例
えぱ・予算および予算管理も・嬰らかに管理会計論の主要な柱であると見なす
ことができる。予算あるいは予算管理について言及レない管理会計論のテキス
トは皆無に等しいといえる。
　それにもかかわらず，原価会計と同じ次元で議論されてきたKaP1anの「管
理会計」には，上述の2つの『上級管理会計』も含めて，予算についての詳細
な議論がなされていない。あったとしても，せいぜい標準原価計算における標
準と同列程度にしか扱かっていたい。そのことは，前節でみたように，業績評
価における製造間接費の管理に変動予算を用いることを述べるだけの表現から
も明らかであ糺そこ芦Kaplanが予算を論じない1あるいは論じられない
事情を深く掘り下げていくことが，彼の管理会計観を検討する突破1］となるだ
ろう。
2．Kaplanのr管理会計」
，，第皿節で概観したように，1983年から19単年頃までのKaP1aりまゾ品質，
生産佳などの「非財務的尺度」を導入することをさかんに提唱していた？一財務
的な数値のみを用いるから，意思決定に役に立たない清報あるいは意思決定を
誤らせる‡うな清報Lか入手できない。それを改善するためには・他の側面か
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らも現実を招握できる指標がこれまで以上に必要だというのである。このよう
なKaplanの議論は，製造業の業績改善を，いわゆるr簿記システム」から
離れたr物の流れ」，すなわち物量的尺度を用いて促進しようという含みがあ
る。
　また，Kaplmは，J0㎞sonとの共著において検証した「有用性の喪失」と
いう現象が，様々な原因によって原価勘定が財務勘定（つまりr簿記システ
ム」）と結合したための帰結であると断定している。その結果として，棚錬資
産原価の計算が経営管理的な原価計算に取って代わり，前節で述べた原価会計
の3つの機能のうち，財務会計目的の棚卸資産評価だげに役立つような原価会
計システムのみが存在しているというのである。
　そして，新しい原価計算システムの説明において，彼が用いている「コス
ト・ドライバー」，r価値連鎖」という概念は，もともとは戦略論を議論した
Porter〔1985］が用いたものである。伊藤博教授と伊藤嘉博助教授が指摘Lて
いるように［1989］，Kaplanが，Porter［1985コの戦略論に依拠している，あ
るいは少なくとも影響を受げていることは間違いない。20それにしても，従来
の管理会計や原価会計とは異質であるPorter［1985コの戦略論のフレームワ
ークを，Kap1anが容易に受容できるのは，原価清報とr簿記システム」との
結合を必ずLも必要としないという彼の意識が，大きく影響しているからでは
ないだろうかo
　したがって，Kap1anの議論は，意識的にか無意識的にか，「簿記システム」
からの離脱を志向している。すなわち，彼の理論の背景には，原価勘定が財務
勘定と繕合しなけれぱ，あるいは，原価勘定が財務勘定から離れれぱ，原価情
報もしくは原価情報システムの有用性が保たれるという含意が存在している。
この特徴は，Kaplanが有用性を再獲得する方針として示した，業績評価と製
品原価計算の議論にも容易に見出だせる。
　まず，彼のいう業績評価の方法では，コスト・セソターを責任センターとし
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て設定し，その責任者の業績評価を行なうとしてい乱この場合・責任者が管
理できるコストだけがコスト・センターに集計されるため，この業績評価方法
は，管理可能性に基づいたものであるといえ私しかLたがら・たとえ個々の
コスト・セソターの案績評価カ言成功Lても，企業における個々の諸活動が全杜
的た組織において垂直的・水平的に調整されなけれぱ。企業組織全体の能率を
向上させることはできたい。
　室た，Kaplanが，製品に関する意思決定に役立つとLている製晶原価計算
は，個々の製品の収益性の観点からの情報をもたらすものである。この計算方
法は，従来の製品原価だげではなく，販売費や一般管理費をも含めて行なうの
で，真に収益性の高い製品を見定めるのに有用であるという。たしかに，この
計算方法によれぱ，個々の製品ごとの収益性を組織の垂直的な観点を加えて検
討することはできるが，全社レベルにおげる組織の水平的な調整についての具
体的な説明はない。それゆえ，彼の説く理論は，まさに製品原価計算（prOduct
“COStmg”）についてのものであって，原価会計（COSt“aCCOuntmg”）につ
いてのものではないo
　これらの間題点を克服するには，予算管理が有効である。衆知のように，予
算には調整機能，計函機能，統制機能がある。これらのうち・最も重要かつ基本
的な機能は調整機能であり［小林健，1987，まえがき，P－3］，予算は，企業組織
において水平的および垂直的な調整を行なうことを期待されている［Welsch，
Hilton狐d　Gordon，1988，P50］。その予算あるいは予算管理に言及Lない
r管理会計」をKapIanが論じていることは，彼の発想が，「簿記システム」
を特鐘とする会計的な観点を重要視していないことの現れである。
　そもそも，予算とは，企業が将来予定している活動を反映した会計的モデル
であり，具体的には，総合予算として作成された，見積損益計算書と見積貸借
対照表に示されている。そのことは，「予算差異分析のための実績測定を別に
すれぱ，予算管理の諸過程が，将来の企案活動に関する二元的・貨幣的測定な
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らびに資本利益計算への期問統合を，’主要な課題とする（傍点原文）」［隼曲；
ユ977，一P・127コことと密接な関係ヵミある。したがって，予算あるいは予算管理
を語る場合には，「企業会計の技術的特徴」である一r企業の経済活動を対象と
する，勘定網による二元的・貨幣的数値変換と資本利益計算への期問統合」
〔津曲，・1977，P．80］，すなわち，r簿記システム」’を避げて通ることは不可能
である。それゆえ，r簿記システム」を軽視したr管理会計」では，予算の存
在意義を認めることは困難であり，そのこと狐一Kaplanのr管理会計」が予
算の介在を許容できない理由ともなっている。
　しかしながら，r簿記システム」不在の・r管理会計」が存立できるわけがな
い。管理会計は，あくまでr会計」であり，またr会計」でしかない。会計と
は，r簿記システム」を技術的特徴としている。それゆえ，会計システムでは，
清報の全てが，r簿記システム」に介在していなけれぱならず，また，それら
はr簿記システム」を通してでなけれぱ存在することができない。
　ところが彼は，会計清報システムを改善するために，技術者達との提携が必
要であるとして，次のように奨励している。
　実際の製造活動を理解することは，ほとんどの会計研究老にとって新しい領域であ
　り，生産管理，経営あるいは生産二［1学などの同僚達との共同研究から，彼らが揮益さ
　れることは確案だろう［Kaplan，1983b，p．703］。
　今日の数多≦の企業において，管理会計システムは，、会計担当老の情報二rズを満た
　すために会討担当肴によって設計され運営されるシステムと見られてい私これは明
　らか肢誤りである。会計担当老は管理会計システムを譲計する独占的な特権を持つべ
　きでばない。旧い諺を引用すれぱ，その作業は会計担当老に残されるに1其難↓すぎ
　乱技術老達や現業管理者達ρ積極的な関与が・郵しい管理会計システ今を設計する
　ときには必要不可欠である［Johns㎝and　Kaplan，1987a，p．262コ。
そして，彼の技術者に対する礼讃は，次の表現が最も直裁に示している。
　とにかく，今日ほとんどの企業で未牟に用いられている標準原価計算を発展させたの
　は，1890年から1915年にわたる科学的管理運動における技術者達なのである［Kaplan，
　1985b，pp．15＿16］o
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会計システムが，Kaplanのいう非財務的な情報を提供することは困難であ
るために，彼が，技術者達との提携により，経営管理に役立つ新しい億報を求
めることはうなずげる。しかしながら，・r簿記ヅズテム」に通暁しでいない技
術者には，非財務的債報を提供するシステムの設計はできても，会計システム
の設計をすることはできない。
　会計は、．経営清報システムの一都分ではあっても，げっして全俸とはなりえ
ない。経営清報の全てを会計に求めること自体が不可能なのである。こ．②こと
は，lKap1独自身も，、r会計が製造業績を向上させるために用いち托1る多くの
教義のうちの一つにしか過ぎ鮎叱と拡，瑚らかである」［1983b－p．689］と
して，一承知していたはずである。それなら狸，非財務的情報システムが必要た
場合は，会計システムとは別個に設計すれぽよヒ・ごとであり，また別個に設計
Lなくてはならない。その場合桓は，情報を一「簿記システム」に介在きせる必
要はないし，童た介在させるごと自体が困難であろう。
　管理会計のみに議論を絞っても，先のr企業会計の技術的特蟹」1において，
二元的・貨幣的数値変換される対象が将来におげる企業活動に拡大され，また，
資本利益計算も，見積資本剰益計算を行なうごとにはなる’が［津曲，1977，
倉，81コ，．その他には根本的な変化はない。したがって，Kaplanのような，r簿
記システム」抜きのr管理会計」や，＝非財務情報までも提供するr管理会計」・
では∴企業活動の一「二元的・貨幣的測定と資本刺益計算への期蘭統合」添不可
能となり，もはや管理会計とLての存在意義がなくなってしまう。
、・以上のように，予算不在，あるいはr簿記システム」不在のr管理会計Jを
論じる点や，技術老の視角を非徹」重要視する点から，Kap1anの管理会計観
が，会計人（aCCOu耐㎜t）としてのそれでぱなく，技術春（餉釦eer）一の観点
に近いものであるという特徴を垣間見ることができる。側ごのこと・は，．彼以外
の論考も含めた，管理会計の議論に犬きな間題点を残すことになる。
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V　今後の管理会計研究における展望
　本論では，Kap1㎝の一達の議論を検討し，彼の研究の意図や彼の管理会計
観を探ってきれ彼の間題意識および彼が目指す、r管理会計」を循梯とさせる
ことができたならぱ，本論の目的は一応果たされたといってよい。
　これまでの議論で明らかたように，Kap1独は，アメリカの管理会計のr現
状認識」から出発し，その「有用性の喪失」を間題としている。二そして，「有
用性の再獲得」をするためには，アメリカ企業の現状をどうすれぱよいかを論
じてきている。つまり，彼の議論は，その出発点が目本やヨーロッバにおける
企業との比較にあったとLても，常にアメリカ企業の復興を念頭において，
rアメリカ管理会計」を対象としているのであ孔
　管理会計は，元来アメリカにおいて生成・発展したものである。アメ’リカ管
理会計とは，当然のことながら，アメリカの経済・経営風土に合った議論を展
開してきたものではあるが，従来は，r管理会計」といえぱアメリヵ管理会計
が全てであった。このことは，わが国においても暗黙裏に認められていたし，
我々も何ら疑義をさしはさまなかった。Kapianも，管理会計の歴史を跡付げ
るのに，その舞台をアメリカに設定しており，そのカ法論自体は，自然なアプ
ローチである。そこで，注意が必要な点は，地1〃α舳工0∫f，において論じられ
たr有用性の喪失」とは，まぎれもなくrアメリヵ管理会計の有用性の喪失」
なのだということである。
　さらに，Kaplanの議論には，大学などにおげる管理会計の研究・教育に代
表されるr理論」，実際の企業において用いられている管理会計モデルとLて
のr実務」，および管理会計モデルが捕捉しようとLている「現実」の区別が
明確ではたい点が見受けられる。例えぱ，■地肋例ω”sチにおげるr有用性
の喪失」とは，清報システムが「現実」を把握Lていない，す底わち，写体
（surr09ate）が本体（principa］）を反映していないということであった。圏こ
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れは・Kap1anが当初に展開した議論［1983b，1984bコとも軌を一にしてい
る。ところが，第7章以降においては，この「有用蛙の喪失」という論調が，
いわゆるr理論と実務の乖離」，すなわち管理会計の研究が実際の場で実践さ
れている管理会計実務と隔たりがあるという議論にすりかわってしまってい
る。「理論」はr実務」を対象として研究するのであり，「実務」は，r現実」
を把握するためのモデルである。「理論と実務の乖離」と，「実務と現実の乖
離」とは別の次元の間題である。Kaplanの議論にこの点の区別が明確でない
ために，ときには誤解を生むこともある。したがって，管理会計を論ずるとき
には・「理論」・r実務」・「現実」を峻別L，またこれら相互の関係についても，
熟考しなくてはならない。
　以上の観点から・Kap1anの議論を整理すると，彼のいうr有用性の喪失」
とは，アメリカの企業におげる管理会計実務が，生産活動の現実を把握できな
くなっているということになる。また，彼は，アメリヵの管理会計研究と，ア
メリカの企業において行なわれている管理会計実務との間に，隔たりがあると
いうこともいってい乱この2点がKap1anの間題提起の骨格をなしている。
　しかしながら・そのことは1すぐさま管理会計そのもの、あるいは管理会計
全体のr有用性の喪失」や「理論と実務の乖離」を意味しているわげではな
い。というのも，Kaplanの議論の対象は，あくまでアメリカ管理会計なので
あり，少なくとも，彼は，必ずしも他の国におけるもqを含めた，管理会計そ
れ自体の有用性が喪失したとはいっていたい。逆に，Kaplanがr西ヨーロッ
バ諸国や日本から学ぶ」［1983b，P・688］ことを提唱したということは，少な
くともこれらの国においては，．アメリカほどは管理会計の陳腐化が遼んでいな
いと彼が認識Lている証左セもある。
　Lたがって，わが国やヨーβツパ諸国における産業および企業の現状に対し
て，彼の議論や間題提起がそのまま妥当するかどうかについては，詳細な検討
を経たうえでなげれぱ，安易にその解答を出すことは許されない。まして，西
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ヨーロッバや日本におげる管理会計のr有用性の喪失」やr理論と実務の乖
離」を検討せずに，管理会計全体の「有用性の喪失」およびr理論と実務の乖
離」を論じることはできたいのである・亡のことは，先のr管理会計＝ア刈
カ管理会計」という従来の図式が，もはや常に妥当する事象ではなくなりっつ
ある状況を含意している。．
　以上のよ．うな間題点はあるが，．Kaplaリの主張は，示唆に富んでおり，我今
が傾聴するに値する。彼の指摘、した間題や彼の議論に内在している間題を確認
すれぱ，’今後の管理会計研究の指針となるζとは間違いない6以下では，これ
からの管理会計研究におげる課題を展望し，本論の結びとする。
　まず第一に，Kap］anが指摘Lた問題では，原価計算システムの検討が今後
も必要である。Kapl㎝の指摘をまつまでもたく，現在の製造環境は劇的に変
化して、きている。それによって，原価計算システムが，．現実を把握していない
とすれぱ，その原因や解決策を早急に研究する必要がある。
　そのためには，実際の企業が，新しい製造環境に対処するために，どのよう
な実務を行なっているのかを，フィール・ドスタディによって注意深く観察す
ることで，様々な発見が期待できる8また，その繕果から，新しい原価計算シ
ステムについての理論構築をはかり、今後の原価計算研究に貢献することも望
まれる。
　第二に，Kap1a皿の議論に内在する問題点であるが，肋肋刎ω〃戯にお
いて述ぺられた，アメリカの管理会計における「有用性の喪失」について，よ
り詳細放検討を行なうべきである。「有用性の喪失」が事実であるかどうかに
ついて、歴史的文脈に沿って分析を行なう必要性がある。また，「有用性の喪
失」があるならぱ，その原因もつぶさに探索しなけれぱならない。Kap1anら
も，r今後の歴史酌な研究」［Jo㎞son狐d　Kap工㎜，1987a，μ126コに期待L
ている。
　最後に，Kap1独が視線を投じていろ目本の管理会計について，「有用性の
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喪失」が存在するか否かを吟味することが，我々にとって最も重要な研究課題
となる。日本の管理会計ビ，「有用性の養失」が認められたならぱ，その原因
を追求することが必要であるL，r有用性の喪失」がないとすれぱ・まさに・
革新的た管理会計実務を榛討する好機となるぽずである。そのアプロー手は，
Kaplanが教えてくれている。
　いみじくも，Kapl㎝がアメリカ管理会計について，フィールド・スタディ
を行ない，歴史的解釈をカロえたことは，わが国の管理会計に対Lても，フィー
ルド・スタディと摩史的分析という，時問軸に養直方向のアプローチと水キ方
向のアプローチをとるという重要た示唆を我々に与えている。これらは，目本
の管理会計の全体像をとらえ，それを解明する’アブローチとなる可能性を秘め
ている。さらに，Kaplanにとっては，r目本の会計システムや経営システム
の詳細を観察することはかなり難しい」［1985a，P．22ユコが，我々にとっては，
彼よりは容易なはずである。
　このような観点から，Kaplanの間題提起を，改めて我々の間題として受げ
止める必要がある。そうすることが，また，Kaplanの間題提起に答えること
にもなるはずである。
注（1〕’函村明，昆誠一両教授は，訳奮において，原著が管理会計や盧価計算の分野の1
　　つの里程標であ■るという表現をしている…［19き9，訳者まえがき，p．1］。
　（2）この論文は，Kapユa皿の研究スタイルの転機として位置づけられ，またここ数年
　　にわたる一連の藁績の出発点とも見なすことができる。しかLながら，彼がなぜ，
　　『上級管理会計』に代表される「分析的な手湊」を脱却し，このような論調に変わ
　　ったのかを跡付けることができる根拠は，今のところない。
　　　一つだけ手掛かりとなるのは，アメリカ会計学会（Americ…m　A㏄ounting　Asso・
　ciati㎝：A姐）の且98碑度年款大会におげる総会で，Wi1§㎝［ユ983コとJe皿s㎝
　　［1983］の議論に対して，彼が行匁ったコメシトである［Kap1a－1．1983a］。同じ議
　　論に対するDe血sk…［1983］の賞賛とは対照酌に，彼のコメソトは一歩身を引いた
　　ところからなされている。彼は，「エイジェyシーの実証理論についての研究は…
　　我々が将来を期待できる会計研究の数多くの方針のうちの一つでLかないだろう」
　　［Kap！如，1983a，P．346］という言葉でこのコメソトを締めくくっているo
　（3）勉肋例o彦Zo∫身［Johnso皿a皿d　Kaplan，1987aコに言及したわが国の論考とし
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　て，伊藤博〔1988］，今福［1989］，カロ登［1987；1989コ，小菅［1988コ，小林哲［1987
　a］，佐藤康［1987］，志村［1988］，溝口［1988コ，宮本［1987］，村瀬［1987コがあ
　げられる。
④K盆planは，Coψo7肋んoo舳伽9誌によるイソタビューにおいても，同様な
　主張を行なっている［1985b，pp．13＿15］o
（5）Kapl…㎜は．投資案のキャッシュ・フローによる評価の適否について，コソピュ
　ータ続合生産（computer・mtegrated　mmu｛acturmg）への投資を例とLて，別稿
　においても詳細に考察しているが，その論調は変わっていない［1986d］。
（6）当然のことながら，この場合の「海外」とは，アメPカ合衆国以外ということで
　ある。
（7）Kap1a口は，これまでにも度々，フィールド・スタディの重要性について言及し
　ているo　Kaplan［1983b，pp．702＿703；1984a，p．415；1986e，pp．429＿430］およ
　び，」Bmns　and　Kaplai［19葛7b，PP．1－5］を参照されたい。
（8）KaPlan［1984aコについての検討は，伊藤樽［1986コ，末石［1984］，長浜［1986］
　においてなされているo
（9）Kaplan［19泓a］と，Joh鵬on　and　Kap1an［1987a］では，引用している文献
　　とその引用箇所が全く同一である場合が多々見られる。
　　また，Johnson　and　Kaplan［1987bコは，Johnso－1a口d　Kapla口［1987a］に第
　　ユ章として収録されているo
㈹JohIlso回とKap1狐は，棚卸資産原価を計算すれぱ，「利益の予測」や「資本か
　　らの配当」を予防することになるため，そのことが，公認会計士達が取得原価を製
　品に凝着させる（attach）ことで棚鋼資産を評価Lようとした論理的かつ防衛的な
　理由であるという［1987a，pp，131＿132，p．148note15］。
ωJoh鵬onとKaplanによると，当時のテキストの著者逢は，今世紀初頭の数十
　年聞に技循者達が書いた経営管理的原価計算（mamgerial　prOduct　costi皿g）にっ
　　いての莫犬な文猷を無視L，標準原価は，せいぜい閻婆費を製品に凝着させる作業
　　を簡素化する方法としてLか述べられていないという［1987a，レ137］。それゆえ，
　　「過去60年間の会計学専攻の学生達の全員が，棚卸資産原価の計算を学んできた」
　　［1987a，p．130］ことになると結論づげる。
⑫Kaplanの『上級管理会計』の初版におげる，「原価会計は財務報皆プロセ刈こ
　　よって生み出される要求を満たすために発展させられた」［1982，P．1コという表現
　　を，JohnsonとKaplanは，批判している［1987a，P・141］。
⑱注｛3）であげた文猷のうち，伊藤樽［1988コ，今福［1989コ・カロ登［1987］・小林哲
　　［1987副コ，溝1コ［1988］カミ，この見鰍こ立つ。
飼　注（3）であげた文猷のうち，原価情報のコスト・■ベネフィソトという原因について
　　言及したものは，志村［1988コ，村瀬［1987］しかないo
⑮注（3）であげた文猷のうち，犬学におげる研究や教育という原因について指摘した
　　論考は，伊藤樽［1988］，小林哲［1987aコ，志村［1988コ，村瀬［1987コである。
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㈱Kap］anは，Rob加Cooperと数年間にわたって行なったフィールド・スタディ
　の手続やその劾用，および，フィールド・スタディとそれから導き出される仮説の
　関係などについて，別穂で具体的に述べている［1988a，pp。工08－111コ。
鋤　Kap1a皿は，『90年代の原価計算』において，原価会計の機能とLて，工程管理，
　製品原価言十算，（財務会計的な一引用者）短期的利益測定のほかにも，資本予算
　意思決定（capita1budgeti口g　d㏄isio口s）のような特殊調査（specia1studi閑）が
　あるとしている［ユ986b，P皿皿29－130コ。また，Joh血so口との共薯においても，原
　価会計には，原価を毎期の財務諸表に配分する，工程管理を容易にする，製品原
　価を計算する，特殊調査を支援する，　という4つの異なる壌能があるとLている
　［Joh皿soll　and－Kaplan，’1987a，p．228］。しかしながら，彼のいう特殊調査につい
　ては，他には具体的な説明捗ない。
⑬　トランザクシ目ン・コスティングやアクティビティ・ベイスト・コステ4ソグに
　言及した議論としては，櫻弗［1988］，伊藤樽および伊藤幕［1989コ，Sh刎k　and
　Govindarajan［1989コなどがあげられる。
⑲　Atk…皿so皿自身壬ま，Kap1；㎜の弟子である［Cu㎜mi口gs，ユ986，μ37］。また『上
　級管理会計』の初版を刊行するときに，原稿の全てに目を通し，Kaplanに的確な
　助言を与え，この本で展開されている藷概念を例示するために，数多くの練習間頚
　（Prob1ems）を提供Lている［Kaplan，1982，P．w；訳書，まえがき，PP．6－7コ。
鋤Kap五舶と彼の共同研究老の業績のうち，Joh鵬on　andKapla皿［ユ987a］およ
　びCo④perandKap1砒［1987］以外は，Po打er［1985］をレファレソスにあげて
　いない。　しかしながら，Kap工an［1987，P7．26］では，引用こそないが，Porter
　［1985，P．37；訳書，P．49］の価値遵鎖の図がそのまま掲載されている。そのうえ，
　いくつかの業績において，Po耐er［工985〕の書名である，「競争優位」（competitive
　advantage）」という言葉までが，散見される［Cooper舳d　Kap1a皿，1987，pp．205，
　226；1988a，PP．20，27；Kap1鋤，1986b，P130コ。それゆえ，Kap1a皿の「コスト
　・ドライバー」の概念が’po竹er［1985］のいうそれとはやや異なるとしても［伊
　藤博，伊藤嘉，1989（2），P．11コ，明らかにKap王a皿はPo耐er［1985］の影響を受け
　ていると断定できる口
⑳　Kap1拠は，M，L　T。（The　Massachmse沈s　I口s砒ute　of　Tα＝hnology）より電
　気工学の理挙士および理挙修士を受げ，また，、Comell　U口iv鮒ityよりオペレー
　ションズ・夢サーチのP虹Dを受けている〔Kap1細，1982，μiv］。このような彼
　の挙歴も「技術者的な発想」に影響が犬きいと思われる。
㈲　本体，写体という表現は，井尻［1968〕に拠っている。
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